
保育ICTラボ事業　事業者向け公募説明会 ６月12日(金)実施分　質疑応答
質問 回答（事務局）

1 応募書類は複数ありますが、一つのPDFにして提出する必要があるか。
できる限り一つにまとめていただくことが理想ですが、電子メールで一度に送付可能なデータサイズ（10MB）の上限もございますので、臨機応変にきちんと事務局に提出書

類が届くよう、分割してご提出いただくことも可能でございます。

2 ショーケース化のモデル対象施設は、幼稚園という名称のまま幼保連携型認定こども園でも可能なのか。
幼稚園という名称のままの幼保連携型認定こども園でも可能になります。こちらについては、ショーケース化の取り組みだけでなく、その他の取り組みにつきましても、今回

連携をしていただく保育所等の定義を交付規程p,2に記載をしておりますので、ご確認ください。

3 自治体との連携の証跡はどのようなものが必要か。
連携の証跡とおっしゃっているものは、応募時点に何か自治体と連携をしている証拠となるものと認識をしましたが、応募時点ではご提出いただく必要はございません。な

お、様式３および様式４には連携先を記載する箇所がございますので、漏れのないよう記入してください。

4
事業計画様式3等の記載内容をより分かりやすくお伝えするため、指定様式の他に、案件概要の図解や検証スキームを取りまとめた参考資料を別添として提出するこ

とは可能か。

様式３は10ページ以内での作成をお願いしておりますので、別添として参考資料をつける場合にも、様式３と参考資料が10ページに収まるようにしてください。なお、

PowerPointで作成したものを、様式３の記入欄に画像として埋め込んでいただくことも可能ですが、記載内容が判読可能であることをよくご確認ください。

5

成果報告について、実際にこの公募の締め切りまでに、新たな詳細が出てくる可能性はあるのか。例えばいくつか報告を求めるような内容があったかと思うが、そ

れぞれの報告の中で求められる効果が分かれば、報告業務等に求められているものについては、一部この業務の補助の対象として記載する必要があると思っている。

見積もる際に、過剰な見積りを防ぎ、適正な金額で出すために、（報告すべき）適正な量を知りたい。

報告書等、事業の最後に提出していただく書類につきましては、採択が決定したのちに、事業者の皆様にご説明をさせていただきます。

なお、報告に係る人件費は公募要領・交付規程に記載の通り補助対象外となりますのでご注意ください。

事業の成果目標や効果等はご応募いただく事業計画によって変わるかと存じますので、成果物として取りまとめる際の人件費につきましては、事業計画を踏まえて適切な時間

で計上してください。

7

全体スケジュールにおいて、事業実施期間2月末の終了後である3月にシンポジウムが計画されているが、補助事業者の参加や登壇は必要ないという認識でよろしい

か。

参加が必要になる場合、 3月に発生する人件費や旅費等は補助金の対象外になるのか。

交付規程、第５条に事務局主催の報告会の原則参加が義務付けられているが、この規程にある報告会とは、 3月のスケジュールに記載されているシンポジウムも同じ

ものを指しているのか。

また、シンポジウム以外に３月中発生しうる内容はあるのか。

ご認識のとおり、交付規程第５条に規定する「報告会」には、シンポジウムも含まれております。

そのため、補助事業者様にはシンポジウムにもご参加いただくことになりますが、シンポジウムへの参加に係る旅費等の経費については、別途、事務局からお支払いする予定

です。2027年２月28日までの事業実施期間は、あくまで間接補助事業者の皆様に実施いただく事業の期間を指すものであり、シンポジウムについては、事業者の皆さまに実

施していただいた事業の結果をご報告いただくために事務局が主催するものになりますので、間接補助事業者の事業内でシンポジウム等にかかる経費を計上いただく必要はご

ざいません。

なお、シンポジウム参加に係る具体的な取扱いについては、採択後、補助が決定した事業者の皆様に対して、改めてご案内する予定です。

また、シンポジウム以外に３月中に発生しうる内容については、現時点では想定しておりません。

10 計画書等を作成する上での質問は、事務局様にメールにて問い合わせをすればよろしいか。 ご認識の通り、事務局宛にメールもしくは電話で、お問い合わせいただければと思います。

11
公募要領の「応募書類の提出時点において、保育ICTに関連する事業を一年以上実施している活動実績を有していること」という記載について、具体的な活動実績を

ご教示願いたい。

審査の内容に関わりますので、事業者様において保育ICTに関連する事業であると認識されている場合には、様式に当該内容をご記載ください。

また、「保育ICTに関連する事業を一年以上実施している活動実績」を求めている趣旨は、事業実施に必要な能力の有無を判断するための項目の一つです。そのため、保育分

野に直接該当する事業や保育ICTを直接活用する取組に限定するものではなく、これらに関連する取組も含め、ご応募いただくテーマの内容に応じて、当該テーマの実施に必

要な能力を有していることが判断できる活動実績がある場合には、ご応募いただくことが可能です。

これらの内容を踏まえ、審査をさせていただければと思っております。

12

様式3（2-1）（2-2）の書き方について質問

一つの取り組みを複数の連携先と実施する場合の書き方をご教示願いたい。

（2-1）では連携先①②と複数の連携先をまとめて記載し、(2-2)では取組①のみとさせていただくのでよろしいか。

２つ以上の連携先と１つの取組で連携する場合、(2-1)の記入欄に連携するすべての連携先を記入してください。もしくは(2-2)の取組の詳細欄にその内容を記載いただくなど

してご対応いただければと思います。

13 公募要領５. 全体スケジュールにおける採択発表から事業開始までのプロセスとリードタイムについて確認したい。

まず採択をさせていただいた後に、事業者の皆様と個別に事務局とのミーティングを行わせていただきます。このミーティングにおいて、ご提出いただいた事業計画や、所要

額内訳書の内容を事務局と事業者の皆様ですり合わせを行わせていただきます。例えば、補助対象外の経費が含まれている場合には、その際に修正をするなどして、内容が固

まり次第交付申請書を事業者様に作成・提出していただきます。補助金の交付申請書を事務局で受理した後、内容の確認をして交付決定の手続きを取らせていただきます。

交付決定後に事業開始という流れになります。具体的なスケジュールとして、個別ミーティングは 7月中旬頃、交付申請につきましても7月の中旬以降を予定しております。

14

公募要領４ー２. 補助対象経費の要件(1)(イ)交付決定日以降に発生し、対象期間中に支払いが完了した経費について

一般的な主慣習及び社内規定に基づき、事業最終月である2027年2月度に発生し完了した役回り外部委託費の請求書払いや職員の稼働に対する給与支給の決裁、実

在の振込支払いが、翌3月度以降になるケースが想定される。このように2月28日までに稼働役務提供が完了しているものの、実際の支払いが3月となる経費につい

て、 2月度の稼働実績表や請求書等を持って補助対象として認められるのか。

支払う金額が2月28日までに確定をしていることと、支払い自体が3月に差し掛かってしまう理由をご提出いただき、事務局で確認した上で、補助対象として認めることが可能

でございます。

15
公募要領４ー２. 補助対象経費の要件(1)(ウ)証拠資料等によって支払い金額が確認できる経費について

補助対象経費について賃金人件費とあるが、こちらはどのような証拠資料で補助金精算されることを期待されているのか。

人件費につきましては、基本的に業務日誌や時間単価の算出根拠等を求めることになりますが、詳細につきましては、採択をさせていただいた事業者様と個別にミーティング

をさせていただく際に、実際の精算段階で事務局に提出すべき書類を説明したマニュアルを共有させていただきますので、そちらでご確認いただければと思います。

16 保護者同意、個人情報の扱い等について、国として求める基準はあるか。
個人情報保護法その他関連法令を遵守することが前提となります。また、個人情報を取得・利用する際には、利用目的を明確した上で必要に応じて保護者の同意を得る等、適

切にご対応ください。


